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研究成果の概要（和文）：「我が国の産業立地構造は災害に対してどの程度脆弱であるか」，「防災・減災施策
は，産業立地構造にどのような影響を及ぼすか」，また，「その便益をどのように計測するか」．これらの問題
に答えるべく，本研究では，災害による間接的被害の波及過程における産業集積の負の効果を明示的に考慮した
分析枠組みを構築し，社会的厚生及び災害脆弱性の観点から均衡産業立地構造の性質や防災・減災施策の影響に
ついて分析を行った．また，防災・減災施策による「幅広い」便益の計測法を提案した．さらに，経済被害評価
の高度化に向け，被災による企業活動の中断の影響や復旧過程を考慮したなどを考慮した短期的な短期的経済被
害計測の手法を提案した．

研究成果の概要（英文）：In order to evaluate the effect of public investment for disaster management
 appropriately, it is necessary to take agglomeration economies into account. In this study, we 
constructs a new economic geography (NEG) model  incorporating a natural disaster risk and examines 
the interrelationship between industrial agglomeration and vulnerability of a spatial economy. We 
show that the location pattern emerging as the market equilibrium is characterized by 
over-agglomeration and is more vulnerable than that of social optimum. We also declare that disaster
 mitigation investment improves the utilitarian social welfare, but it does not always increase the 
survival rate of firms at the time of disaster. Furthermore, we identify the wider economic impacts,
 which are not treated in the conventional cost-benefit analysis, by decomposing the overall effects
 of transportation investments for disaster prevention. 

研究分野： 土木計画学

キーワード： 防災計画　産業集積　災害脆弱性　費用便益分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は，災害リスクと産業集積を同時に考慮できる新たな分析枠組みを構築し，災害リスクの高
い地域への産業集積が，被災時には企業活動の停止に伴う差別化財バラエティの減少による負の外部効果として
作用することを明らかにした点である．また，交通インフラの防災・減災投資に関して，従来の費用便益分析で
は捉えることができない「幅広い」便益の計測手法を提案した点は社会的意義が大きい．



様	 式	 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）	

 
１．研究開始当初の背景 
	 我が国では，戦後，特に高度成長期にかけて，多くの人々が地方から都市部へと移り住み，

都市化が著しく進展した．人口や経済活動の都市部への集中をもたらす要因は集積の経済であ

り，人やモノの移動・輸送効率を高め，都市部における生産性の向上をもたらしてきた．	 一

方で，我が国土は高い自然災害リスクに晒されており，首都直下地震や南海トラフ地震など，

大都市や産業集積地を襲う大規模な自然災害が近い将来に高い確率で発生することが予想され

ている．災害によって生じる被害とその波及は，災害発生前の産業立地構造と独立ではあり得

ず，社会経済活動の中枢である大都市圏が壊滅的な被害を受けた場合，その影響は広く他の地

域へと波及し，莫大な経済的損失が生じるであろう． 
	 現在，国土強靱化に向けた種々の取り組みが進められている．中でも，交通・物流分野にお

ける基幹的陸上海上交通ネットワークの耐震化や代替性確保といった交通施設の災害対応力を

強化する対策は，15の重点プログラムの 1つに位置づけられ，目標の早期達成や高度化など特
に推進が図られている分野である．交通インフラの減災対策は，災害生起時の被害軽減や早期

復旧に資する一方で，企業の立地変更を促し，長期的には産業立地構造へ変化を及ぼす．災害

リスクに直面する地域へ産業の集積が進めば，一度に多くの企業が被災し，直接的被害が増加

する．加えて，交通インフラの損壊や企業の操業停止の影響により，サプライチェーンを含む

産業の生産機能が大幅に低下し，間接的被害が拡大する可能性がある．防災・減災施策が産業

立地構造に及ぼす長期的な影響を正確に把握し，評価するためには，災害リスクと集積の経済

が同時に存在する下での産業集積メカニズムについて理論的に解明する必要がある． 

 
２．研究の目的 
	 本研究は，被災による間接的被害の発生及び波及の構造を考慮した新たな分析枠組みを構築

し，その分析を通じて以下の 4点について明らかにすることを目的とする． 
(１) 災害リスクと集積の経済が同時に存在する下での産業立地構造（産業集積は過大か過小

か？また，災害に対してどの程度脆弱であるか？）  
(２) 防災・減災施策が産業立地構造，社会的厚生及び災害脆弱性に及ぼす影響 
(３) 災害リスクと集積の経済を同時に考慮に入れた，防災・減災施策がもたらす「幅広い」

便益の計測 
(４) 災害に強い産業立地構造の在り方 

 
３．研究の方法 
	 上記の研究目的を達成するために，まず，産業集積現象を扱う新経済地理学（new economic 
geography; NEG）モデルに災害リスクを明示的に組み込んだ新たなモデルを構築した．その
上で，(A)社会的厚生及び災害脆弱性の観点に基づく，産業立地構造の性質や防災・減災施策の
影響に関する分析と(B) 防災・減災施策がもたらす「幅広い」便益の計測に関する分析を順次
行った．また，これらと並行して，災害による経済被害評価の高度化に向けた検討を行った．

最後に，研究成果とそれらを踏まえた政策的提案を行うとともに，今後に残された研究課

題の整理を行なった．  

 
４．研究成果	

(１) 災害リスクと集積の経済を考慮した産業立地構造に関する分析 



織田澤ら（2016）は，FE（footloose entrepreneur）モデルである Pfluger（2004）
に対して，2状態（平常状態・災害状態），2期間（事前・事後），2種類の交通インフラ
（都市間・都市内）を新たに定義し，災害リスクを明示的に考慮した産業集積モデルを

構築した．その上で，災害リスクの高い地域への産業集積が，平常時には集積の経済と

して正の外部効果をもたらす一方で，被災時には企業の撤退（操業停止）に伴う差別化

財バラエティの減少による負の外部効果として作用することを明らかにした．また，数

値分析を通じて，均衡における産業立地構造が過剰集積であること，被災状態における

生存企業数が過小になるという意味で災害に対して脆弱であることを明らかにした． 

 
(２) 防災・減災施策の影響分析 

上述の分析枠組みに基づいて，織田澤ら（2016）は交通インフラの防災・減災施策が
及ぼす影響について分析を行い，施策が社会的厚生を改善するものの，必ずしも災害脆

弱性の低減に寄与するとは限らないことを示した．また，地域間交通インフラと地域内

の交通インフラという 2 種類を考慮し，それぞれに対する施策が産業の集積度や災害脆
弱性に及ぼす影響を明らかにするとともに，施策によって生じる便益の帰着構造を示し

た．織田澤・足立（2018）は，織田澤(2016)をさらに発展させ，中間財交易を考慮した
Footloose Entrepreneur Vertical Linkage （FEVL）モデルの枠組みへ拡張した．都市
間道路の防災・減災施策が産業立地構造（具体的には，集積率，総企業数，災害時の生

存率）に及ぼす影響について分析した．数値事例分析の結果，産業立地構造の推移を，

集積の経済性の水準に応じた 3つパターンに分類できることを示した．  

 
(３) 防災・減災施策がもたらす「幅広い」便益の計測 

 織田澤・足立（2018）は，災害リスクを考慮した FEVLモデルに対して，Harberger
（1964）の便益計測式を適用し，都市間道路の防災・減災投資がもたらす便益について
整理した．具体的には，「直接便益」に加え，災害時における「企業の生存率の変化によ

る便益」，「集積率の変化による便益」，「総企業数の変化による便益」を「幅広い」便益

として計上する必要があることを明らかにした．その上で，数値事例を通じて特定した

3つの推移パターンについて，各便益項目の符号を整理した．特に，防災投資によって危
険地域への集積が進展する場合に，災害時に倒産リスクにさらされる企業が増加するこ

とによってかえって負の便益が発生する条件（被災時の企業の生存率と地域間交易自由

度の大小関係の条件）を明らかにした点は，本研究に独自の貢献である．このことから，

直接便益のみを考慮した場合，便益を過大，もしくは過小に評価する恐れがあることが

示唆された．  

 
(４) 災害による経済被害評価の高度化 

	 災害による経済被害評価の高度化に向けて以下の分析を行った．被災による企業活動

の中断に着目した研究として，Yang	et	al.（2016）では，洪水災害による企業活動の中

断がもたらす経済損失の推定法を提案した．	Koike	and	Miyamoto（2016）は，震災直後

における労働力不足，中間財搬入量の減少，生産物出荷量の減少に伴う生産変化(生産量

の減少)を短期的影響として計測するとともに，交通施設復旧施策の効果を多角的な視点

から定量的に分析する枠組みを提案した．また，多々納（2017）では，道路ネットワー

クのレジリエンスの計量化による道路の防災機能の評価手法を提案した．さらに，空間



的応用一般均衡(SCGE)モデルを用いた災害被害計測の高度化に向け，Kajitani	and	

Tatano（2018）及び Yamazaki	et	al.（2018）は，被災時における代替弾力性の推定法

について検討し，復旧過程を考慮した短期的経済被害計測の手法を提案した．	
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